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① 新型コロナウィルス関係

ケアマネジメントへの影響と対策について
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利用者が訪問を拒否
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新型コロナウイルス感染症が介護・高齢者支援に及ぼす影響
と現場での取組み・工夫に関する緊急調査

【ケアマネジャー調査】 調査結果報告書より改編 （人とまちづくり研究所2020.6.1）



新型コロナウイルス感染症影響調査
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ケアマネジメント業務の統一された具体的指針

医療介護従事者の定期的なPCR検査

フェーズ分けした具体的な指針

サービス調整にあたり謡的な感染状況情報

テレワークができる仕組み

ICT等の活用

減算を回避できる仕組み

新型コロナウイルス感染症が影響を及ぼす現状で介護支援

専門員として何を望むか

一般社団法人長崎県介護支援専門員協会（令和2年10月実施）
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② 居宅介護支援事業所の経営実態
について



令和２年度介護事業経営実態調査結果

（各介護サービスにおける収支差率）より抜粋

令和元年度 令和2年度

概況調査 概況調査

平成30年度決算 令和元年度決算 対前年度増減

居宅介護支援 ▲０．１％ ▲１．６％ ▲１．５％

税引後収支差率

▲０．４％ ▲１．９％ ▲１．５％

全サービスの中で唯一のマイナス収支であり、
その差異が拡大している。



③ 介護支援専門員の人材確保
について



実務従事者数 （医療機関医療情報センター）

介護支援専門員常勤換算数(常勤率)（Ａ）

居宅介護支援事業所数　　　　　　（Ｂ）

想定される居宅介護支援従事者人数

（　）内は前回からの増減人数

介護支援専門員実務研修受講試験合格者数

居宅介護支援・介護予防支援の要介護度別受給者数

平成29年 平成30年 令和元年

2.4 2.5 2.4

41273 40956 39685

99055 102390 95244

（1409） （3335） （-7146）

28,233 4,990 8,018

3545900 3275900 3364200

合格者の減
少に伴い、事
業所、実務者
とも減少して
いる。

介護支援専門員実務研修受講試験の合格者及び合格率の推移



介護支援専門員の処遇の実態
令和元年度介護支援専門員処遇状況等の調査報告書

一般社団法人 日本介護支援専門員協会

常勤専従（総支給額）

25万円未満：36.9％

30万円未満：28.7％
（N=2,023）



介護支援専門員に求められる役割と評価

•制度創設以来、介護支援専門員は、単に介護保険
サービスを調整するにとどまらず、利用者の生活全般
を支援する必要性から、医療保険などの他の社会保
障制度や、市町村等が行う行政サービス、住民など
によっておこなわれている非公式な支援などにおいて
も、その調整に関与している。

•しかし、このような専門的かつ繁雑的な労力に対する
十分な報酬評価が得られているとはいい難く、介護支
援専門員のさらなる処遇の改善を求めているところで
ある。



④ 介護支援専門員の研修環境の整備
について



講師はいるけど、研修の
オンライン化を進めるにも、
費用面の課題が解決できな
い。

会場の確保
オンラインが安定した
設備（有線LAN）が必要
※演習の参集時など

設備や機器の購入費用
オンライン研修ができる
スタッフの確保や育成

受講料の負担も!!

介護支援専門員 法定研修オンライン化事業



全ての国民が、輝いてその人生を送れるために
我々は一致団結し、国民の負託に応えます。

日本介護支援専門員連盟


